
 

千葉県公金管理方針 

 

第１ 目的 

   本方針は、県の公金について、管理の原則及び管理方法を定めることにより、  

安全性を最優先とした上で、必要な流動性を確保し、効率的な管理を行うことを 

目的とする。 

 

第２ 法令等との関係 

   公金の管理は、地方自治法、地方自治法施行令、地方公営企業法等に定めるもの

のほか、本方針によるものとする。 

   会計管理者は、この方針に基づき、必要な総合調整を行うこととする。 

 

第３ 公金の範囲 

本方針の対象となる公金は、知事、公営企業管理者、教育長等が管理する歳計現

金、歳入歳出外現金、基金、預託金及び地方公営企業の現金等全てのものを対象と

する。 

  

第４ 資金管理計画の策定 

   会計管理者、公営企業管理者は、それぞれの会計の資金計画を策定し、計画的な

公金の管理を行う。 

 

第５ 金融機関の選択 

 １ 金融機関の選定 

（１）県民の利便性及び地域経済への貢献を配慮し、地元金融機関を優先する。 

（２）銀行法等による自己資本比率の規制基準値を満たすことを選定の最低基準とし、

預金の払戻しを確実に行える健全性の高い金融機関とする。 

 ２ 金融機関の経営状況の把握 

（１）金融機関、金融市場に関する情報収集 

    金融機関の経営状況の概要及び金融市場の動向を把握するため、決算短信、情

報開示誌等から情報収集を行う。 

（２）経営分析手法 

   次の手法により分析を行う。 

ア 定量的分析 

   （ア）決算分析 

     ① 規模・流動性、健全性、収益性について財務指標を選定し、決算短信、

情報開示誌等より数値を抽出し、データベース化を行う。 

     ② 当該金融機関の時系列比較分析及び同一規模・業態との比較分析を行う。 



 

 

     ③ 上記②の比較分析の結果、財務指標数値に著しい悪化が見られた場合に

は、当該金融機関に対し聞き取り等を実施し、経営状況の確認を積極的に

行う。 

     ④ 必要に応じ、監査法人等金融機関の財務に専門的な知見を有するものに

よる財務分析の検証及び助言を受ける。 

（イ）外部評価情報の監視 

      即時性が高い外部評価情報として、株価、格付会社による格付けの動向を

常に監視していく。 

イ 定性的分析 

     金融機関に対する聞き取り及び新聞報道等により、当該金融機関の経営戦略

等の情報を収集し、定性的な分析を行う。 

 ３ 金融機関の経営評価 

   ２の分析により大きな変化が認められた場合は、必要に応じて、会計管理者を長

とする各関係課による組織によって、債権保全に向けての対応策や保全措置の見直

しについて協議・決定する。 

 

第６ 各資金別対策 

 １ 歳計現金等 

（１）保管方法 

    指定金融機関での歳計現金等の保管は、安全性を最優先し、原則として決済用

預金とする。 

（２）資金余剰期の対策 

    必要な流動性を確保した上で、効率的な資金運用の観点から、預金及び債券に

分散し、次の事項に留意して運用を行う。 

ア 預金 

（ア）一つの金融機関に預金が集中することのないよう、預金先の分散に努める。 

（イ）第５の３金融機関の経営評価において経営内容に大きな変化が認められた

場合は次の対応をする。 

     ① 証書借入等による県の債務額との相殺が可能な範囲内において預金を

行う。 

     ② 預入期間、預入金額及び商品の制限・解除、新規預金の停止・再開並び

に預金の移動等、債権保全に向けての対策や保全措置の見直しを行う。 

イ 債券 

（ア）国庫短期証券及び残存期間が短期間の国債等とする。 

（イ）金利変動による差損を回避するため、満期又は期限まで持ち切ることを 

原則とする。 

 

（３）資金不足時の対策 



 

    歳計現金の不足時期における資金調達にあたっては、基金との調整を行い、 

より有利な借入れ方式を採用する。 

 ２ 基金 

   基金は、運用期間及び金額が比較的安定しているため、次の点に留意し、預金  

及び債券運用を図ることとする。 

なお、預金先の金融機関の選択及び債券の購入にあたっては、安全性を最優先に、

基金の目的に則した最も有利な方式を選定することとする。 

（１）預金 

    ア 金融環境の変化に対応するため、原則として短期の預金運用を図ることとし、

公金の毀損の危険性の低減を図る。 

   イ 第５の３金融機関の経営評価において経営内容に大きな変化が認められた

場合の対応については、歳計現金に準ずる。 

（２）債券 

   ア 債券の運用期間は、基金の目的に最も適した期間とする。 

イ 金利変動による差損を回避するため満期又は期限まで持ち切ることを原則

とする。 

 ３ 制度融資資金 

   原資は、原則として決済用預金で預託することとする。 

 

第７ 資金管理機能等の充実 

 １ 相殺のための条件整備 

（１）相殺は、公金の保護策として有効な方策であるため、相殺可能額の拡充に努め

る。 

（２）相殺は県の各種預金が合計された後にされることになるため、会計管理者は常

に県全体の預金及び借入等について状況を把握する。 

（３）知事、公営企業管理者は、金融機関別に預金額、一時借入額、証書借入地方債

残高等を会計管理者へ報告する。 

 ２ 金融機関の破綻時等における公金の保全 

   金融機関の破綻等により、決済機能が不全に陥った場合には、「公金保全マニュ

アル」により、迅速かつ的確に対応する。 

 ３ 危機管理体制等 

（１）金融機関の破綻が懸念される場合は、直ちに会計管理者を本部長とする、各公

営企業管理者を含む全庁組織を設置する。 

（２）当該組織の設置要綱は、別に定める。 

（３）公金管理等の組織拡充や金融分野の職務経験者の活用及び専門的な研修の充実

等、資金管理、運用等に係る体制の整備を図る。 

 

第８ 本方針の見直し 

   本方針は、経済情勢の変化、関係法令の制定改廃等に応じ適宜見直しを行う。 



 

附則（施行） 

   本方針は、平成１７年１月１７日から施行する。 

附則 

   本方針は、平成１９年４月１日から施行する。 

附則 

   本方針は、平成２７年４月１日から施行する。 

附則 

   本方針は、平成３１年４月１日から施行する。 

 

 


